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概要 
異なる情報システムの情報連携では，情報システムの関係者が構成する異なる組織内集団との調整が必要に
なる．本稿では，情報連携シナリオに基づいて情報システム関係者との関係構築プロセスを分析し動的に適応
させていく方法を提案する． 
 
Abstract 

To integrate different information systems in an enterprise, it is necessary to coordinate stakeholders of different 
departments for enterprise information systems. In this paper, a method for adapting processes on the information 
integration is proposed to develop relationships among stakeholders of enterprise information systems. 
 

1はじめに 
組織に対して，これまでに多様な情報システムが構築さ
れてきているが，必ずしも情報がうまく連携されていない
という問題があった．現状では，研究活動を可視化するた
めに必要な情報サービスが部分的に個別の情報システムと
して構築されているため，それぞれの情報システムが変更
されたり，新たに追加されるたびにその都度，連携手順を
再構成する必要があったり，組織の業務活動情報を結合す
るための作業が特定の組織の中で人手による運用で実行さ
れていて組織全体では利用できていないなどの問題があっ
た． 
この問題の原因は，組織における業務活動情報が異なる情
報システムの中で断片的に管理されており，本来は，構成
員の業務活動として一貫性があるにも関わらず，それぞれ
の情報システムに一度蓄積されてしまった情報を統合的に
再結合できないことにある． 
このため，筆者は持続的な情報連携サービスを構築する
ための方法論の研究を進めている[1]．これまでにアクター
層（人間による情報連携），コミュニケーション層（C型情
報システムによる情報連携），オペレーション層（O型情報
システムによる情報連携）からなる 3 階層情報連携アーキ
テクチャを提案し情報連携条件を具体化した[2]． 
本稿では，組織内にある複数の情報システムとの情報連
携を実現するための情報システムの関係者とのコミュニケ
ーションを構造化する手法を提案する．次いでこの手法を
情報連携における社会的な特性としてのコミュニティ分析
に適用することにより，情報連携コミュニティを分析でき
ることを明らかにする． 
まず情報システムとそれを取り巻く関係者からなるコミ
ュニティの観点から，情報連携関係の構築プロセスを分析

することを試みる．そこでは情報システムと組織内の構成
員が形成する社会的な関係の類型を議論する．次に情報連
携におけるコミュニケーション構造と，それに基づくコミ
ュニティ分析技法を提案する．また情報連携事例に基づい
て情報連携コミュニケーション分析技法の有効性について
考察する．最後に以上の結果に基づいて持続的情報連携サ
ービス分析方法論の確立に向けた研究課題と今後の展望に
ついて述べる． 
 

2情報連携コミュニティ 
2.1社会形式とコミュニティ分析の必要性 
社会を個人が自由に選択できるとき対自的，そうでない
とき即自的であるという．また個人が客観的な規則によっ
て関係付けられている社会を非人格的，そうでないとき人
格的であるという．このとき，社会の形式には，連合体
( Association)，交響体，共同体 ( Community)，集列体
( Seriality)があるとされる[3]． 
連合体は対自的非人格的社会である．集列体は即自的非
人格的社会である．交響体は対自的人格的社会である．共
同体は即自的人格的社会である． 
連合体では，ルールの順守が求められる．一般的には，
会社のような組織は連合体である．この理由は，会社には
個人の自由意思によって参加できるが，限定された関心が
設定されているためである． 
情報システムを要素とする社会を考えようとすると，情
報連携は，ルールを前提にした連合体と考えるのが自然で
ある．  
共同体では，個人が全人格的に結合している．  
交響体では，個人が自由意思によって個人的に結合する．  
個人的な人脈が重要になるような日本の組織では，組織
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構成員がいつの間にか，組織内の宿命的な関係で結合して
いることが多い．個人が会社などの組織に参加するときは，
対自的に選択できるが，一度組織に参加してしまうと，対
自的に組織から離れることは難しいのが現実である．もち
ろん自由に組織を渡り歩くことのできる個人もいるが，日
本社会ではまれであろう．そうなると，組織から即自的に
離れる個人が増えると，逆に，組織の中に残るのは対自的
に組織を選択しない個人が多くなる ．したがってこのよ
うな組織は即自的な傾向が強くなる． 
また，大きな組織は階層化されるので，組織内の統治機

構が厳格に機能しないと，下位組織が組織の中で独自性を
持つようになる．そうなると，下位組織が形成された歴史
的経緯や組織構成員の個人的な状況によって，組織として
のルールが曖昧化することになる．つまり非人格的関係よ
りも人格的な関係によって下位組織の構成員が結合する
ことになる．この点で，組織内の組織を考えると，上位の
組織が連合体であっても，下位組織には共同体的な結合関
係が存在することになる． 
したがって，連合体組織に参加してしまうと，個人の自
由意思によって組織から退出しにくく，遵守すべきルール
が曖昧になっていると，共同体的結合関係が発生する．ま
た組織内の情報システムが，下位組織ごとに開発されてい
ると，情報システムと下位組織との関係も共同体的になる
可能性がある．たとえば，情報システム自体は明確なルー
ルがないと実現できないが，ルールそのものの根拠が下位
組織の歴史的経緯から曖昧になっていることがある．個人
が所属する組織が持つ曖昧なルールを受容するためには，
ルールが曖昧だからと言って組織を簡単に離脱すること
はできないから，対自的に判断することは難しく，即自的
にならざるをえない．このような場合には，下位組織の構
成員と情報システムとが人格的かつ即自的に結合するこ
とになり，共同体性を持つことになる． 
この結果，情報連携の対象となる情報システムの関係者
の組織を連合体として分析しようとしても，対自性や非人
格性がない可能性がある．つまり一見すると組織は連合体
だと考えられがちだが，実際には共同体だと考える方が適
切な場合がある． 
したがって情報システムに関係する組織の共同体性を
分析して，情報連携できるようにするための方法が必要で
ある． 
 

2.2 情報連携関係の形成プロセス 
上述したように，情報システム関係者は情報システムと
共同体的な結合関係を持つので，組織全体として情報連携
しようとすると，個別の情報システムとしては，組織とし
ての全体最適を考慮してすぐに情報連携を受容するので
はなく，抵抗されることがある．したがって組織内に複数
の情報システムがある場合には，情報システムごとに情報
連携に対して関係者と合意を形成する必要がある． 
このように情報連携では，情報連携対象システムとその
関係者に対して，情報連携機構と技術的な接続方式を構築
するだけでなく，社会的な提携関係を形成する必要がある． 
情報システムに対して情報連携関係を構築するための
プロセスをまとめると，図 1のようになる． 
情報システムが情報連携していない状態が未連携状態
である．情報システムに対して情報連携関係が成立すると

連携状態になる．  
まず情報連携に未参加の情報システムを連携状態にす
るために接続する必要がある．次に，連携した情報システ
ムとの連携関係を持続させる必要がある．そうしないと連
携した情報システムが離脱して再び未連携の状態になる
可能性がある．そうなると情報連携関係が断絶して，情報
システムの未連携状態が続くことになる． 

 
図 1 情報連携の対話構造 

 
 

2.3 持続的情報連携関係 
 情報システム間の情報連携関係の持続性について検討
すると次のようになる．情報連携の持続性は対自性と対立
する可能性がある．情報システムごとに自由に情報連携関
係を選択できることになると，情報連携関係の持続性が成
立しなくなる可能性がある．このため，連携対象となる情
報システム関係者が情報連携関係を合理的に選択する根
拠が必要になる． 
 このような根拠としては，組織全体で一貫性のある情報
システムの統治体制を構築することと，情報システムごと
に関係者に対して情報連携することに対する価値を具体
化することが考えられる．つまり，情報連携は，技術的な
課題を解決すればいいということではなく，本質的社会的
な課題を解決する必要があることと，社会的課題にも組織
全体的側面と，個別関係者的側面の両面を考慮する必要が
あることになる． 
 
3情報連携コミュニティ分析技法 
 
 前述したことから，組織内の情報システムと情報連携す
るためには，共同体性を持つ情報システム関係者との対話
プロセスを通じた社会的関係を構築して維持する必要が
あることが明らかになった． 
 以下ではまず図1に示した情報システム関係者との情報
連携コミュニケーションに関する相互作用的な対話構造
を提案する．この理由は，図 1では，未連携状態から連携
状態への遷移を単に「接続」としているが，実際には情報
システム関係者との多面的な相互作用が必要になるから
である．このように情報システム関係者に対するコミュニ
ティ分析は，情報連携コミュニケーションを通じて実施す
ることになる． 
 

3.1 情報連携コミュニケーション構造 
情報連携コミュニケーションを，図 2に示すように，①戦

略状態，②準備状態，③仲介状態，④交渉状態，⑤連携状態，
⑥対立状態，⑦待機状態，⑧作戦状態，⑨統制状態からなる
対話構造モデル[4]で表現することができる． 

未
連携

連携

①接続 ②持続

③離脱

④断絶
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図 2 情報連携コミュニケーションの構造 

 
 図 1と比較すると分かるように，図 2では図 1の未連携
状態を 8個の状態によって詳細化している．なお，図 2で
は各状態の自己遷移を省略している． 
①戦略状態では，会議体によって組織全体の情報連携戦
略を検討する．戦略状態で情報連携が決定されると準備状
態に遷移する．  
②準備状態では，対象とする情報システムと情報連携す
るための準備を進める．情報システム関係者と交渉するた
めの仲介者を探して，仲介状態に遷移する． 
③仲介状態では，仲介者と協力して情報システム関係者
と調整して，情報連携を交渉するための交渉状態に遷移す
る．とくに情報連携担当者が現場の情報システムの事情に
詳しくない場合，適切な仲介者を見つけることが重要にな
る． 
④交渉状態では，情報システム関係者と情報連携担当者
が仲介者とともに，情報連携の可能性を議論する．もし情
報連携に合意してすぐに情報連携を実現できれば，連携状
態に遷移する．また情報連携に合意できても，時期的な理
由などで，すぐに情報連携を実現できなければ，待機状態
に遷移する．しかし，情報連携に合意できない理由があれ
ば，対立状態に遷移する． 
⑤連携状態では，情報システムを用いて情報連携を実現
する．もし，情報連携できたとしても運用中に課題が発生
すれば，交渉状態に遷移する．また情報連携を継続できな
いような問題が発生すれば，対立状態に遷移する． 
⑥対立状態では，情報連携に合意できない対立点を識別
する．もし，対立点が，外部環境などが変われば情報連携
に合意できるということなどであれば，当面は情報連携で
きないとしても状況変化によって対立点が自然に解消す
るので待機状態に遷移する．しかし，それ以外の対立点は
組織内部に存在する課題であり，いくら待っていても解消
できないことである．したがって，このような対立点を解
消するための作戦状態に遷移する． 
⑦待機状態では，状況が変化して情報連携できる条件が
整えば，作戦状態に遷移して，情報連携を実現するための
作業に着手する．ここで，直ちに連携状態に遷移しないの
は，待機状態に遷移したときの状況が変化している可能性
もあるから，情報システム関係者との交渉をもう一度，最
初から仲介者を通じて慎重に進めるためである．もしその
必要がなければ連携状態に遷移することも考えられる． 
⑧作戦状態では，情報システム関係者との間で顕在化し
た対立点を解消するために必要な解決策を探索して実施
する．作戦活動には，戦略の見直し，不足する資源の準備，

統制規則の追加，仲介者の追加拡大などがある．このうち，
直接的な解消策は資源追加である．情報システム関係者が
望む資源を技術面，資金面で提供することができれば情報
連携できるので直接交渉して合意できるだろう．これに対
して戦略の見直し，統制規則の追加，仲介者の追加は，情
報システム関係者のコンテクストに働きかける社会的で
間接的な対立点の解消策である．このように，作戦状態で
は解消策に従って，準備状態，仲介状態，戦略状態，統制
状態にそれぞれ遷移する．またこれらを同時並行的に多面
的活動として実施する場合もある． 
⑨統制状態では，組織全体の一貫性を維持するための統
治規則を情報連携について追加することで，強制的に交渉
状態に遷移させる．この場合には，組織全体としての意思
決定なので，個別の情報システム関係者が拒む理由がなく
なるからである． 
 

3.2 情報連携コミュニティ分析 
 上述したように，情報連携するためには情報システム関
係者との相互作用としてのコミュニケーションが重要に
なる．この場合，情報連携担当者による作用としての「情
報連携」に対して，情報システム関係者からは，反作用と
しての「対立点」が提起される．それに対して，情報連携
担当者からは，対立点の解消策が新たな作用として提起さ
れる．したがって，情報連携を実現するためには，このよ
うな反復的な動的プロセスが必要になる．この動的プロセ
スを通じて，情報システム関係者がおかれたコンテクスト
が段階的に明らかになっていく． 
このように，情報システム関係者との情報連携コミュニ
ケーションを通じて，情報システム関係者のコンテクスト
を段階的に抽出することにより，情報連携を実現する方法
を情報連携コミュニティ分析技法として提案する． 
 

3.3 情報連携仮説 
 上述したことから情報連携について以下のような仮説
を抽出できる． 
 
[仮説 1] 情報システム関係者は共同体性を持つ．  
[仮説 2] 情報連携コミュニケーションには図 2に示すよう
な構造がある． 
[仮説 3] 情報システム関係者の共同体性を情報連携コミ
ュニケーションによって特徴づけることができる． 
 
 仮説 1では，情報システム関係者が人格的な関係によっ
て情報システムと結合しており，組織のルールに対して必
ずしも合理的に判断しないことと，情報システムの個別的
な都合を優先することがあることを示している． 
 仮説 2では，情報システム関係者がこのような共同体性
を持つために，一方的に情報連携を強制することができず，
相互作用的なコミュニケーションが必要になること，その
構造には共通性があることを示している． 
 仮説 3では，情報システム関係者が形成している共同体
性が情報連携コミュニケーションのプロセスとそこでの
対話の内容から分析できることを示している． 
 
4情報連携コミュニティ分析事例 
以下では，ある組織における複数の情報連携事例を紹介
する． 

 

準備 仲介

戦略 統制

作戦

交渉

対立

待機

連携
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4.1 情報連携事例 1 
 この情報システムは事務系システムである．仲介者がか
つてこの情報システムを担当していたこともあり，関係者
との交渉ですぐに情報連携できることになった． 
情報連携状態の遷移は次のようであり，順調に情報連携
できた事例である． 
 戦略→準備→仲介→交渉→連携 
ここで，記号” →”で状態遷移を示している． 
 

4.2情報連携事例 2 
 この情報システムは，組織内の別の戦略部門が者関して
いる情報発信系システムである． 
最初の仲介者を通じた交渉で次のような多数の対立点
が表面化した．  
①情報連携するとは聞いていない  
②情報連携に対して役員に温度差がある  
③情報連携が得意ではない構成員がいる  
④紙で情報連携できている 
⑤構成員ごとに情報発信しているので情報連携する必
要はない 
⑥情報連携すると個人情報保護が心配だ 
⑦部門ごとに情報形式が異なるので情報連携が困難  
⑧システム更改を控えており時期があわない 
このため，ただちに作戦状態に遷移して作戦活動に着手
した．すなわち①については上位の会議体に諮って情報連
携についての統制規則を徹底した．②については，その役
員を仲介者として追加して，情報連携戦略についての意見
を直接聞くこととした．③⑤⑦については，情報連携に対
する具体的な価値を準備する活動を進めることとした．④
については，紙で情報連携できる内容には限界があること，
したがって，情報システム内に蓄積された情報が多ければ
多いほど，紙による情報連携内容が減少するという反例を
提示した．⑥については個人情報保護が問題にならない範
囲に連携対象情報を制限する対策を提示した．⑧について
は時期を待つことにした． 
本事例の情報連携状態の遷移は次のようであり，まだ情
報連携できていない事例である． 
 戦略→準備→仲介→交渉→対立→作戦→(統制｜仲介｜
戦略｜準備｜待機) 
 ここで，記号”｜”で並列する活動を示している．この事
例では，組織の上位にいる関係者が対象となる情報システ
ムを統括していたため，組織上層部まで及ぶ多面的な作戦
活動が必要になっている． 
 

4.3 情報連携事例 3 
 この情報システムは，組織の構成員向けに事務部門が担
当する情報発信系システムである． 
最初の仲介者を通じた交渉で，情報連携に対して合意を
得た．しかし，システム更改を控えており時期があわない
こと，部門ごとに情報形式が異なるので情報連携が困難で
あることが判明した．このため，情報連携について待機す
るとともに情報形式を統合するためのオントロジー機構
の構築について準備することとした． 
本事例の情報連携状態の遷移は次のようであり，まだ情
報連携できていないが待機中の事例である． 
 戦略→準備→仲介→交渉→対立→(待機｜(作戦→準備)) 
 

5考察 
5.1有効性 
情報連携事例 1~事例 3 の状態遷移から，情報連携コミ

ュニケーション構造が成立することが明らかになった． 
また情報連携の事例から，情報連携に対する対立点が情
報システムごとに異なることが明らかになった．したがっ
て，情報連携に対する対立点は情報システムごとに異なる
ことから，予め対立点を列挙して準備することは困難であ
る．このため情報システム関係者との対話を通じて情報シ
ステムごとの対立点を識別することが重要になる．この対
立点は関係者との対話を通じて収集する必要がある．情報
連携についてのコミュニケーション構造を定式化してお
くことで情報連携における対立点の識別とその解消策を
効率的に提示することの重要性が高まっている． 

 

5.2コミュニティ分析プロセス 
これらの事例における情報連携についてのコミュニケ
ーション経緯をコミュニティ分析プロセスとして観察す
ると次のようになる． 
 情報連携の対象となる情報システム関係者ごとに状況
が個別的であるため，コミュニケーションにおける状態遷
移も個別的である．またそれぞれのコミュニケーションで，
情報連携担当者が相手とする関係者とその役割も異なっ
ている．情報連携に対する対立点も個別的であった． 
 しかし，事例から分かるように，コミュニケーションの
状態遷移と対立点の種類は共通化できた．このことから，
情報連携コミュニティには類型化できる共通性があるこ
とが判明した．つまり，情報システムごとに情報連携コミ
ュニティは個別的となるが，共通性があるので，図 2のよ
うなコミュニケーションプロセスによって，情報連携コミ
ュニティの分析を効率化できる． 

 

5.3 本技法の限界と課題 
情報連携コミュニティ分析を支援する本技法には，以下
に示すような限界と課題がある． 
①コミュニティ分析 
 本技法では，各状態での活動を明確に規定していないの
で具体的な活動が情報連携担当者の状況に応じた裁量に
任されている．このため本技法では最適なコミュニティ分
析が常に実施できるとは限らない．たとえば事例 2で見ら
れたように，多くの対立点が識別された場合に，上部の協
力を獲得するための努力やそのための仕組みを考案でき
るような知的熟練が必要となる．しかし，情報システムは
組織の中で社会的に結合されているので活動内容は事前
には完全に知ることができないという本質的な不完全性
を持っている．したがって粘り強くコミュニケーションを
継続することによってコミュニティ分析内容を洗練して
いく必要がある． 
 
②選択のコミュニティ依存性 
 本稿でのべたように，情報連携コミュニティ分析では，
情報システム関係者が情報連携を選択するかどうかは関
係者が属するコミュニティによる主観的な評価で判断さ
れることになる．このため，情報連携が必ずしも選択され
ないことがある．たとえば，情報連携が必ずしも合意され
るかどうか分からないし，どのように情報連携に合意した
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かどうかも不明である． したがって，組織的な統制に基
づく情報連携が必要な場合には，そのためのガイドライン
を用意する必要がある．しかし，この場合も情報連携につ
いての統制が組織の中でどれだけ受容されうるかという
組織的な状況に依存する． 
 
③分析効率 
 本技法では，予め協力が予想できないような情報システ
ム現場で発生する連携の課題を反復的な情報連携コミュ
ニケーションプロセスによって動的に解決することがで
きる．しかし，情報連携コミュニティ分析をどの程度効率
化できたのかについては不明である．今後コミュニティ分
析効率の測定方法について検討する必要がある． 
 
④コミュニティ成熟度 
 本稿では，情報連携に向けた情報システム関係者の成熟
度については考慮していない．情報連携も新たな情報技術
についての取り組みであるから，情報連携しようとする組
織がどのようなコミュニティであるかによって，情報連携
の受容性に差異が発生する．もし情報連携成熟度を定義で
きれば，情報連携の導入可能性を正しく判断できるだけで
なく，情報連携戦略の立案を容易化できる． 
 
⑤情報連携アーキテクチャ 
 本稿では，情報連携の技術的側面については言及してい
ない．情報連携を実現するためには技術的側面と社会的側
面を適切に整合化する必要がある．情報連携コミュニティ
と情報連携アーキテクチャの関係性について議論する必
要がある．たとえば，コミュニティ特性に応じた情報連携
アーキテクチャの適用条件を解明する必要がある． 
 
⑥情報連携戦略 
 本稿では，情報連携戦略との関係については具体的に考
察していない．しかし，本来は，情報戦略と情報連携活動 
には，目的と手段のように緊密な関係があるはずである．
今後，ゴール指向要求工学手法などを用いて一貫性のある
情報連携戦略方法論として体系化する必要がある． 
 
6. 関連研究 

6.1 アクターネットワーク理論 
科学技術の社会的受容性を研究するために，Latour，

Callon，Lawらによって，新しい社会理論として1980年代
に提唱されたのがアクターネットワーク理論（Actor 
Network Theory：ANT）である[7][8]．アクターネットワー
ク理論では，人間だけから構成されたネットワークだけで
はなく，機械，法制度，組織などの人工物，自然環境，生
命体など，あらゆるものからなるネットワークを分析する． 
アクターネットワーク理論では，あるアクターが他のア
クターの特性や意図を自分の意図に合うように読み替え
ることで，他のアクターのネットワークへの関与を引き出
すと考え，この過程を翻訳と呼んでいる[9]． 
翻訳過程では，問題を認識し解決するために，他のアク
ターと新しい関係を形成して活動する中心的なアクター
が必要になる．このアクターを焦点化されたアクターとい
い，焦点化されたアクターが他のアクターと形成する関係
を提携関係と呼ぶ．Callonは，焦点化されたアクター（以
下，焦点アクター）が他のアクターをアクターネットワー
クに関与させるプロセスを，①問題化，②関心づけ，③取
り込み，④動員―の4段階からなるとし，これを翻訳戦略

と呼んだ[10]． 
以下では組織への情報連携システムの導入を例として
この4段階を説明する．  
◆ 問題化（Problematisation） 
 焦点アクターがまず問題を認識して，関連するアクター
（以下，関連アクター）を定義する．焦点アクターは，ア
クターネットワークを形成する中心的な実在である．問題
化では，①焦点アクター，②認識された問題，③関連アク
ターを明らかにする必要がある． 
 たとえば，組織への情報連携の導入では，焦点アクター
としての情報連携担当者が組織における情報連携できて
いないことの課題状況を認識して情報連携の導入によっ
てこの問題を解決するために重要となる関連アクター（情
報システム関係者）を識別して連携する上での対立点を明
らかにする必要がある． 
◆ 関心づけ（Interessement） 
 焦点アクターが他のアクターとの提携関係を構築しよ
うとする．この段階では，試行錯誤を通じて，①仮説とし
ての情報連携関係，②利害関係にあるアクターの目的を明
らかにしていく必要がある． 
 組織への情報連携の導入では，焦点アクターが利害関係
にある関連アクターに対してどのようにして提携関係を
構築するかを企画することになる． 
◆ 取り込み（Enrolment） 
 この段階では，焦点アクターが他のアクターと構築した
提携関係をより強固に維持するために，①提携関係の維持
に関する，提携関係を結んだアクターとの交渉，②提携関
係の中で，他のアクターに与えられた役割の達成状況に応
じた取り組みが必要になる． 
 組織への情報連携の導入では，企画した情報連携関係を
構築するとともに，その実施段階で生じる様々な問題を解
決することで，情報連携関係を維持することが必要になる． 
◆ 動員（Mobilization） 
 焦点アクターは最後の段階で，アクターネットワークの
中から代表的なアクターを選出し，アクターネットワーク
の中における提携関係の受容性を確認する．もちろん可能
であれば，アクターネットワーク内のすべてのアクターに
対して受容性を確認することが望ましい．このため，焦点
アクターが翻訳プロセスを通じて取り組んできた提携関
係に，代表的なアクターが関与している事例を明確に示す
必要がある．このとき，焦点アクターの企画した提携関係
が代表的なアクターによって達成されたという根拠を提
示できれば，焦点アクターは，提携関係に関与したアクタ
ーに関する専門家としての正統性を獲得することができ
る． 
 たとえば，情報連携担当者が組織内での情報連携の実現
を企画し，情報連携機構で組織内コミュニケーションを活
性化させることができたとする．このとき，この担当者は，
情報連携機構と構成員による組織内コミュニケーション
の活性化について情報連携の有効性を実証できる根拠を
示すことができれば，情報連携の導入に関する専門家とし
て組織内外で認知されるようになる． 
 

6.2 活動理論 
ソビエト心理学派の Vygotskyは，初心者が熟練者との

協働活動を経験することで成長するという，社会文化的な
影響を考慮した発達心理学の概念を構築した[11]． 
Leont’evは Vygotskyの考えに基づき，人間活動を，活動，
行動，動作からなる 3階層モデルとして体系化した[12]．
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活動(activity)は複数の意識的な行動（action）に分解される．
行動は条件に応じて無意識に実行できる動作(operation) 
に分解される．活動を方法づけるのは活動対象への動機で
ある．行動を方向づけるのは目的である．動作を方向づけ
るのは外部からの条件である．活動は複数の行動の集合で
あり，行動主体としての複数の個人や組織が参加するとい
う点で社会的である．これに対して行動は個人もしくは特
定の組織が実行する責任を持つので個別的である．動作は
条件反射的に意識することなく実行される．行動を実行す
るためには，動作が無意識的に実行されるのに対して，意
識的な計画が必要であるとされる．意識的な行動を繰り返
し実行するうちに，主体が行動に習熟すると，とくに意識
しなくても実行できるようになる．このとき行動は動作と
して主体に獲得されることになる．つまり活動理論では，
活動の階層構造が動的に時間とともに進化し発展すると
考える． 
情報連携を活動理論からとらえると，情報連携活動の対

象は情報システム関係者である．情報連携行動を情報シス
テム関係者が実行するためには，情報連携のための意識的
な計画が必要になる．情報連携活動には複数の個人や組織
が関係するので社会的になる． 

Engeström [13]による活動システム図を用いて情報連携
活動システムを説明すると次のようになる．すなわち，情
報連携活動の主体は情報連携担当者，情報連携活動の対象
は情報システム関係者，情報連携活動の帰結は関係者が責
任を持つ情報システムの連携，情報連携活動を支援する人
工物は情報連携コミュニケーションと情報連携のために
必要な技術，情報連携活動の主体とともに協働する他の参
加者からなる共同体は情報連携戦略に関連する組織内の
会議体の構成員，情報連携活動に関する規則，共同体の構
成員の役割分担から構成される． 
このように活動理論とアクターネットワーク理論では，
活動理論の主体をアクターに，活動理論の共同体をアクタ
ーネットワークに対応付けることができる．今後，活動理
論とアクターネットワーク理論との共通性と差異につい
て，情報連携を対象として分析する予定である． 

 

6.3会話構造モデル 
 本稿で示したように，情報連携活動は複数の組織と個人
が参加する社会的なコミュニケーションである．図 2で用
いたのは筆者らが提案している組織内コミュニケーショ
ンモデル[4]である．このコミュニケーションモデルは
Winogradによる 2者間の会話構造モデル[14]を他者間に拡
張している． 

 

7. おわりに 
本稿では持続的情報連携サービス分析方法論の構築に

向けた研究のロードマップ[1]に基づいて情報連携コミュ
ニティ分析技法を提案し有効性を確認した．主な結果は次
のとおりである． 

情報連携コミュニティごとに個別的な仲介者が必要と
なる．情報連携に対する対立点は個別的であり，コミュニ
ティの状況に応じた活動が必要になる．対立点を解消する
ための情報連携活動では，情報連携のための技術的課題だ
けでなく，情報システムの更改時期，関係者の意思決定プ

ロセス，組織における情報システムの統制規則などの社会
的課題に取り組む必要がある．このため情報システム関係
者が構成しているコミュニティを分析する必要がある．情
報連携のための構造化されたコミュニケーションを用い
てこのようなコミュニティを分析できる．情報連携コミュ
ニケーションは，情報連携担当者と，対象となる情報シス
テム関係者との動的な相互作用プロセスである．情報連携
における対立点は，情報システムごとに個別的であるが観
測された事例の範囲では類型化できる可能性があること
が判明した． 

ロードマップで提示した情報連携サービス分析方法論
は，①3階層情報連携アーキテクチャ[2]，②情報連携コミ
ュニティ分析手法（本提案），③情報連携アーキテクチャ
分析技法[15]，④情報連携構造分析技法，⑤情報連携メト
リクスから構成される． 
今後は本稿で提案した情報連携コミュニティ分析技法

の課題を解決するとともに，④⑤の研究を進めていく予定
である． 
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